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日本証券金融株式会社が実施する当社第 12回Ａ新株予約権に係る 

権利入札等への参加される方が当社にご提出いただく書類に関するお知らせ 

 

 当社は、2026 年７月 14 日付け「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対

応方針）に基づく共同協調行為の再度の認定、並びに新株予約権の無償割当て、新株予約

権の無償割当てに係る基準日設定及び定時株主総会においてそれらについての追認をお諮

りすることに関するお知らせ」において公表いたしましたとおり、当社株式の大量取得行

為に関する対応策（買収への対応方針）（以下「本対応方針」といいます。）に基づく対

抗措置の発動として、2026 年８月 10 日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の皆

様全員に対して第 12回Ａ新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当て

を実施する予定です。 

当該無償割当てにより貸借取引に付随する担保として日本証券金融株式会社（以下「日

証金」といいます。）名義となった株式に割り当てられる本新株予約権については、日証

金が引受申込及び権利入札（併せて、以下「権利入札等」といいます。）を実施する予定

であるとのことです。 

 

本新株予約権の発行要項上、本新株予約権の譲渡につきましては、当社取締役会の譲渡

承認が必要とされておりますので、今般、当社は、権利入札等への参加を希望される方に

対し、日証金が指定する書類に加えて当社へご提出いただく書類について、下記のとおり

お知らせいたします。 

当社は、ご提出いただいた各書類等を踏まえ、本対応方針に基づき設置している独立委

員会の意見を最大限尊重して、提出された誓約書における表明・保証の真実性その他の事

情を考慮して、当社取締役会において、本新株予約権の譲渡承認の可否を決定いたしま

す。 

 

 なお、このお知らせは、日証金による権利入札等にご参加なされない株主の皆様には、

何らのご対応をお願いするものでもございませんので、併せて申し添えます。 

 

記 
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１. 権利入札等に参加する貸借取引参加者（第一種金融商品取引業を行う金融商品取引業

者（以下「証券会社」といいます。））にご提出いただく書類 

提出書類 提出先 期日 

別紙１の内容及び様式によ

る誓約書 

当社 引受申込の結果の通知を受

領した日から３営業日以内

又は権利入札に係る落札結

果の通知を受領した日から

２営業日以内 

 

２. 権利入札等により取得される新株予約権の経済的利益が最終的に帰属する者にご提出

いただく書類 

提出書類 提出先 期日 

別紙２の内容及び様式によ

る誓約書 

当社（取扱証券会社を経

由） 

引受申込の結果の通知を取

扱証券会社が受領した日か

ら３営業日以内又は権利入

札に係る落札結果の通知を

取扱証券会社が受領した日

から２営業日以内 

別紙３記載の本人確認資料

等 

当社（取扱証券会社を経

由） 

引受申込の結果の通知を取

扱証券会社が受領した日か

ら３営業日以内又は権利入

札に係る落札結果の通知を

取扱証券会社が受領した日

から２営業日以内 

 

以 上 
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別紙１ 

 

株式会社地域新聞社 御中 

 

誓 約 書 

 

当社は、株式会社地域新聞社（以下「貴社」といいます。）の第 12回 A新株

予約権に係る引受申込及び権利入札（以下「権利入札等」といいます。）に関

連して、以下の各事項を貴社に対し誓約いたします。 

 

１． 権利入札等により取得される新株予約権の経済的利益が最終的に帰属す

る者（以下「最終取得者」といいます。）が「株式会社地域新聞社第 12

回 A 新株予約権発行要項」第 10 項(1)に定める非適格者（以下「非適格

者」といいます。）に該当しないことについて、表明及び保証します。 

２． 最終取得者が、①権利入札等により取得した新株予約権の行使により、

又は、②貴社による当該新株予約権の取得の対価として、取得した貴社

株式を非適格者に該当する者に直接又は間接に譲渡又は移転しないこと

（ただし、立会内取引（市場内クロス取引を除く。）を通じた売買を行

うことは妨げられないものとします。）を最終取得者から確認しており

ます。 

３． 上記１及び２の事項を確認するために、（１）①最終取得者が個人であ

る場合には、パスポート、運転免許証の写しその他の本人確認資料、又

は②最終取得者が法人である場合には、履歴事項全部証明書並びに株主

名簿及び実質的支配者リストの写しその他の最終取得者の出資者を示す

資料、並びに、（２）最終取得者による上記１及び２の事項に係る誓約

書を最終取得者から取得の上で、当社が引受申込の結果の通知を受領し

た日から３営業日以内、及び権利入札に係る落札結果の通知を受領した

日から２営業日以内に、貴社に提出するとともに、当社又は最終取得者

が非適格者に該当しないことを確認するために貴社が合理的範囲内で求

める客観的な資料を速やかに提出するのとします。 

 

 

     年  月  日 ［会社名］ 

 

 ［代表者名］ 
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別紙２ 

株式会社地域新聞社 御中 

 

誓 約 書 

 

私（又は当社）は、株式会社地域新聞社（以下「貴社」といいます。）の第

12 回 A 新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）に係る引受申込及び

権利入札（以下「権利入札等」といいます。）に関連して、以下の各事項を貴

社に対し誓約いたします。 

 

１． 私（又は当社）は、権利入札等により取得される本新株予約権[●]個の

経済的利益が最終的に帰属する者（以下「最終取得者」といいます。）

であり、「株式会社地域新聞社第 12 回 A 新株予約権発行要項」第 10 項

(1)に定める非適格者（以下「非適格者」といいます。）に該当しない

ことについて、表明及び保証します。 

２． 最終取得者である私（又は当社）は、①権利入札等により取得した本新

株予約権の行使により、又は、②貴社による本新株予約権の取得の対価

として、取得した貴社株式を非適格者に該当する者に直接又は間接に譲

渡又は移転しないこと（ただし、立会内取引（市場内クロス取引を除

く。）を通じた売買を行うことは妨げられないものとします。）につい

て、表明及び保証します。 

３． 私（又は当社）が非適格者に該当しないことを確認するために貴社が合

理的範囲内で求める客観的な資料を速やかに提出します。 

 

 

     年  月  日 （法人の場合） 

［会社名］ 

 

 ［代表者名］ 

 

                                  （個人の場合） 

                 ［住所］ 

 ［氏名］ 
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別紙３ 

 

本人確認資料等 

 

１． 権利入札等により取得される新株予約権の経済的利益が最終的に帰属する者（以下

「最終取得者」といいます。）が個人である場合 

・ パスポート、運転免許証の写しその他の本人確認資料 

 

２． 最終取得者が法人である場合 

・ 履歴事項全部証明書 

・ 株主名簿及び実質的支配者リストの写しその他の最終取得者の出資者を示す資料 


